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統轄部署 

１. 長期戦略のテーマ 

超長期ビジョン 長期戦略（テーマ名） 統轄部署 

１ 学士課程教育 （15） 学生生活支援の充実（寮） 
学生活動支援機構 

（レジデンスセンター） 

内容 

 
「本学が運営する寮で目指すべき寮教育のあり方及び寮での国際理解教育推進方針」（2023年 10月
6日大学評議会承認）に基づき、寮での国際理解教育を推進する。 

キャンパスの「内なる国際化」を推進するため、一部の寮を除く学生寮と国際学生レジデンスにお
いて、日本人学生と留学生の共住比率を高め、その環境整備を図る。また、日本人学生と留学生が共
同生活を送る中で文化・宗教・習慣・考え方・感じ方の違いを知り、そこから生じる障壁を乗り越え
ながら相互の理解を深めることで、寮を全人的な成長のための学びの場として位置付ける。なお、有
光寮を「国際教育寮」として位置づけ、それ以外の寮においても、その特色や個性、よき伝統を尊重
しながら、濃淡のある国際理解教育を推進する。 
 
本学が運営する寮で目指す寮教育のあり方について、以下のとおり定義する。 
●関西学院大学では、「“Mastery for Service”を体現する世界市民」を涵養する「学び」の場と
しての寮生活を重視する。寮生は、寮での共同生活を通して、互いに多様な価値観を共有しなが
ら、非認知的能力、汎用的能力を涵養する。また、大学は、寮生が主体的に行動する力や豊かな
人間関係を築く力、対立する価値を調整する力等を養い、コミュニケーション能力に優れた社会
性を身につけ、垣根なき共同体を築く一員となれるような教育、支援を行う。 

●また、キャンパスの「内なる国際化」を推進するため、一部の寮を除き日本人学生と留学生の共
住比率を高める。各寮では、それぞれの特色や個性を尊重しつつも、寮生が多様性を理解し、多
文化共生の能力、感覚を涵養できるような学びの機会の充実を図る。 

●特に、有光寮は「国際教育寮」として位置づけ、寮生に対して、アカデミックプログラムや、キ
ャリア形成に必要なセミナーなど、グローバル社会で活躍するために必要な資質・能力の育成を
行う教育プログラムを展開する。 

 
なお、2022 年 4月に新設した「レジデンスセンター」においては、KSCのインキュベーション施設

（2025 年供用開始予定）に併設する学生寮にかかる業務も管轄し、外部委託を活用しつつ全学的な寮
業務の集約化を推進する。また、寮についてはこれまで居住する学生・外国人留学生を学院が寮生に
見えない形で財政負担していることから、寮生・保証人に寮の収支状況等を明示することにより、理
解を得て寮費を適宜値上げし、より適正な金額に近づけることを検討する。 
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統轄部署 

指標１  

指標 内容 

指標名 RA（レジデント・アシスタント）学生の学修成果測定（国際理解教育の充実度） 

定義・算式 

RAの国際理解教育に対する学修成果。RAを対象とし毎学期終了時に実施する達成度確認（ア
ンケート）において、「国際教育理解」に関する評価項目の達成度（5 段階評価）の平均値
で算出。 

現状値 

（指標設定時） 
なし（2024 年度春学期時点では測定しておらず、同年度秋学期より測定予定） 

目標値 

フェーズ１終了時（2021 年度） フェーズ２終了時（2024 年度） フェーズ３終了時（2027 年度） 

 
 

 
 
 

― 5 

実績値 

2019 年度 － 2022 年度  2025 年度  

2020 年度  2023 年度 ― 2026 年度  

2021 年度  2024 年度  2027 年度  

指標２ 

指標 内容 

指標名 男子 3 寮（啓明寮・静修寮・成全寮）および聖和寮での留学生入居比率 

定義・算式 
留学生入居比率（該当寮の留学生入居者数（5 月 1 日現在）/該当寮の定員数）の平均が 12％
程度 

現状値 

（指標設定時） 

2024年 5月 1日現在 啓明寮 9名、静修寮 4名、成全寮 3名、聖和寮 6名が入居してお

り、4寮の合計は 22 名（22/228 = 9.6%）となっている。 

目標値 
フェーズ１終了時（2021 年度） フェーズ２終了時（2024 年度） フェーズ３終了時（2027 年度） 

  12％程度 

実績値 

2019 年度  2022 年度  2025 年度  

2020 年度  2023 年度 3.1% 2026 年度  

2021 年度  2024 年度 9.6% 2027 年度  

 指標３ 

指標 内容 

指標名 国際学生レジデンスⅤの日本人学生入居比率 

定義・算式 
日本人学生入居比率（該当寮の日本人学生入居者数（5 月 1 日現在）/当寮の定員数）の平均が
20％～30％ 

現状値 

（指標設定時） 
2024年 5月 1日現在 レジデンスⅤの日本人学生数 10名（内 7名 RA）（10/72 = 13.9%） 

目標値 
フェーズ１終了時（2021 年度） フェーズ２終了時（2024 年度） フェーズ３終了時（2027 年度） 

  20～30％ 

実績値 

2019 年度  2022 年度  2025 年度  

2020 年度  2023 年度 8.3% 2026 年度  

2021 年度  2024 年度 13.9% 2027 年度  
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統轄部署 

指標４ 

指標 内容 

指標名 有光寮での日本人学生入居比率 

定義・算式 
日本人学生入居比率（有光寮の日本人学生入居者数（5月1日現在）/有光寮の定員数）が40％
程度 

現状値 

（指標設定時） 
2024年 5月 1日現在 有光寮の日本人学生数 19名（内 8名 RA）（23.5%） 

目標値 

フェーズ１終了時（2021 年度） フェーズ２終了時（2024 年度） フェーズ３終了時（2027 年度） 

 

 
 40％程度 

実績値 

2019 年度  2022 年度  2025 年度  

2020 年度  2023 年度 27.2% 2026 年度  

2021 年度  2024 年度 23.5% 2027 年度  

 

２．実施計画ロードマップ  

実施計画 担当部署 

学部・研究

科での 

取組み有/無 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 

①  

 

 

混住寮の国際理解教

育の推進 

 

 

学生活動支

援機構（レ

ジデンスセ

ンター） 

必要なし      
 

  
 

【備考欄】 

 

 

 

  

※ロードマップ策定作

 

 

 

※想定される実施計画の例示 

①.シミュレーション作成 

②.男子寮の混住化 

③.在寮期間短縮の検討 

④.寮集約の検討 

３年間 ３年間 ３年間 
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統轄部署 

３．本長期戦略テーマの各実施計画に関する費用、人員の合計（2019年度～2027年度） 
 ◆フェーズⅠ：2019年度～2021 年度 

費用計画・人員計画 

（単位：万円） 
2019 年度 2020 年度 2021 年度 

経費合計 - - 426 

人件費合計 - - 専任職員 1 名 

総計（経費＋人件費） - - 426＋専任職員 1 名 

 
 ◆フェーズⅡ：2022年度～2024 年度 

費用計画・人員計画 

（単位：万円） 
2022 年度 2023 年度 2024 年度 

経費合計 730 3,353 3,383 

人件費合計 専任職員 1 名 専任職員 2 名 専任職員 2 名＋101 

総計（経費＋人件費） 730＋専任職員 1 名 3,353＋専任職員 2名 3,383＋専任職員 2名＋101 

 
 ◆フェーズⅢ：2025年度～2027 年度 

費用計画・人員計画 

（単位：万円） 
2025 年度 2026 年度 2027 年度 

経費合計    

人件費合計    

総計（経費＋人件費）    

 

４．進捗状況等記入欄 

 進捗状況および今後の課題、方向性 

2019 年度  

2020 年度  

2021 年度  

2022 年度  

2023 年度 2024 年度からレジデンスセンターの附置先が学生活動支援機構となり、それに合わせて関連規程の制定・改正を行った。 

2024 年度  

2025 年度  

2027 年度  

 

非公開 

非公開 

非公開 


